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ヤマトホールディングス㈱ 財務・ＩＲ担当の芝﨑でございます。 

 

本日は、電話会議にご参加いただきましてありがとうございます。 

 

お手元の資料に沿って、ご説明いたします。よろしくお願い申し上げます。 
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はじめに、2016年3月期 第1四半期決算の概要をご説明いたします。 

  

① 当第1四半期決算は対前年で増収減益の決算となりました。第1四半期時点での計画に対しては、
上回る利益を確保することができました。当期より発売を開始した新商品が、既存の宅急便の需要
を奪ってしまう影響については、通期で収益下振れ要因になり得ると申し上げておりましたが、当第
1四半期においては既存商品の数量の伸びもあり、影響は若干で済んだと認識してます。 

 

② 営業収益面では、個人消費の緩やかな回復を背景にデリバリー事業において宅急便の取扱数量
が増加したことや、ノンデリバリー事業が堅調に推移したことなどにより対前年49億円の増収となり
ましたが、クロネコDM便の取扱数量が想定を上回る減少となったことにより、やや不足感が残りまし
た。 

 

③ 営業費用の面では、長期的な労働力不足を見越して積極的に社員化を図ったことにより、人件費 
（社員給料）が増加しました。また、宅急便の新商品の宣伝広告に係る一時費用、外形標準課税の
増税などの影響により、その他経費が増加しました。それ以外の費用項目については、業務量に
見合ったコスト管理を行いました。 

 

④ しかしながら、クロネコDM便の取扱数量の減少が想定以上となった影響を受け、連結営業利益は
対前年▲8億円となり、41億円となりました。 

 

⑤ 各セグメントの動向につきましては資料に記載の通りです。 
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次に、業績数値でございます。 

  

① 営業収益、営業利益以下、前年対比でご覧の表にまとめております。 

 

② 親会社株主に帰属する四半期純利益は、対前年▲3億円となり、19億円となりました。 

 

③ 特別利益・特別損失は、特筆すべき事項はございません。 



4 

次に、連結営業収益の増減分析でございます。 

  

各事業フォーメーションの収益状況としては、記載の通りでございます。 

  

先ほど申し上げました通り、デリバリー事業、BIZ－ロジ事業、e-ビジネス事業、フィナンシャル
事業が増収となりました。 
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次に、連結営業費用の増減分析でございます。 

 

① 連結営業費用は対前年＋1.8％となりました。 

② 宅急便の取扱数量が増加する一方、労働需給の逼迫など当社を取り巻くコスト環境が悪化する中、引き続き、 

   生産性向上施策の推進等、コスト管理を徹底しており、コントロールは効いている状態にあると見ております。 

③ 各費用項目の補足説明をさせていただきます。スライド9 連結営業費用の明細ならびにスライド10 デリバリ 

   ー事業費用の明細を併せてご参照いただければと思います。 

④  人件費につきましては、対前年＋35億円となりました。 

   社員給料、退職給付費用は記載の通りです。 

    「人件費その他」は、対前年＋11億円となりました。賞与関連や厚生福利、法定福利費関連合わせて14億円 

   となりました。 

   また、日雇い費用は、生産性向上としての適正化により、▲3億円となりました。  

⑤  下払い費用につきましては、対前年＋10億円となりました。 

   その内、委託費は、ほぼ前年並みとなりました。 

   デリバリー、ノンデリバリー事業の委託費につきましては、記載通りとなります。 

   傭車費は、対前年▲2億円となりました。 

   前期は、消費税増税に伴う駆込み需要の反動減による急激な取扱数量の変化に対応しきれなかったことや、 

   傭車市場の逼迫などにより傭車費が増加しましたが、当第1四半期においては、取扱数量の増加に対して 

   適切にコントロールを行うことができました。 

   「下払いその他」は、売上原価等を中心に、対前年＋11億円となっております。 

   フィナンシャル事業内の、リース事業の拡販が主な要因となっており、収益の拡大と連動するものです。 

⑥  車両費は、原油価格の下落に伴い、対前年▲12億円となりました。   

⑦  「その他費用」につきましては、減価償却費+2億円を含み、対前年＋35億円でした。 

   減価償却費を除いた「その他費用」は、デリバリー事業における新サービスの宣伝広告費や、ノンデリバリー 

   事業の伸長に伴う施設使用料等の増加となっております。 
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四半期別連結営業利益の動向でございます。 

  

対前年差で収益・費用をチャート化いたしますと記載の通りとなります。 
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四半期別宅急便取扱個数・単価動向の推移でございます。 

なお、本スライドの数値は、本年4月より発売を開始した、「宅急便コンパクト」、「ネコポス」の取
扱数量実績を含んだものとなっております。 

  

①  宅急便取扱個数は、通販市場の拡大などを背景に、既存の宅急便を中心として前年比
+4.2％となりました。 

 

② 適正料金収受の影響が一巡したことに加え、通販関連の荷物の増加などによる個数構成
比の変化の影響により、宅急便単価は▲0.5％となりました。 

 

③ 単価上昇率を市場別に分解いたしますと、記載の通り、リテール市場で+0.5％、法人市場
では＋0.9％となっております。 

 

④ 新サービスの「宅急便コンパクト」、「ネコポス」については、宅急便全体の数量の伸びをけ
ん引するまでには至っておりませんが、今後さらにご利用いただけるよう、拡販に取り組ん
でまいります。 
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四半期別クロネコDM便取扱冊数・単価動向の推移でございます。 

なお、本年3月をもってクロネコメール便を廃止し、4月より新たな投函商品としてクロネコDM便の
発売を開始しました。 

本スライドにおいては、2015年3月期以前のデータについては、クロネコメール便の実績を記載し
ております。 

  

① 冊数全体としては、紙媒体を利用したダイレクトマーケティング市場の縮小に加え、競争環境
の激化や、クロネコメール便の廃止に伴うC2C取扱停止等が影響し、対前年比▲19.5％とな
りました。 

 

② 市場別の取扱については、記載の通りです。 

 

③ 単価につきましては、小口商流市場の取扱冊数の落ち込みが大きく、全体の取扱冊数にお
いて相対的に大口お客様の割合が増加した影響で、前年から3円下落し、58円となりました。 
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海外宅急便事業の進捗状況でございます。 

  

取扱個数につきましては、記載の通りの結果となりました。 

現在、各地域において運賃の適正化等の採算性向上のための施策に取り組んでいる影響もあり、取扱数量
が減少しました。 

台湾を含めた数値につきましても、記載の通り、ご報告させていただきます。 
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営業費用につきましては、スライド4でご説明した通りです。 

スライド9につきましては、費用明細としてご活用いただければと思います。 
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営業費用につきましては、スライド4でご説明した通りです。 

スライド10につきましては、費用明細としてご活用いただければと思います。 
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2016年3月期通期の業績予想でございます。 

  

第2四半期（累計）・通期業績予想ともに、前回発表数値からは変更せず、2016年3月期は、営業収
益14,300億円、営業利益720億円を予想しております。 
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セグメント毎の営業収益・営業利益の通期予想でございます。 

 

① 当期より、「その他」に含めていたヤマト・スタッフ・サプライをデリバリー事業に含めております。このセグ
メント移管に伴い、デリバリー事業と「その他」の前期数値を組み替えて表示しております。 

 

② セグメント別業績予想つきまして、収益、利益の予想に変更はございませんが、スライド13の通りです。 

 

③ 宅急便は、足元の動向を踏まえ前回予想を変更し、数量ベースで対前年＋7.9％の17億5千万個（前
回予想比▲5,000万個）を予想しております。平均単価についても、対前年▲2.2％の582円（前回予想
比+17円）を予想しております。 

 

④ 宅急便の新商品（宅急便コンパクト、ネコポス）については、コンビニエンスストア等の発送チャネルの拡
充や、伝票発行ソフトとのシステム連携等による新商品の拡販を積極的に行い、収益の拡大を目指して
まいります。 

 

⑤ クロネコDM便につきましても、足元の状況を踏まえ、数量ベースで、対前年▲15.0％の16億1,500万冊
（前回予想▲5,000冊）を予想しております。単価は前回予想から変更せず、58円としております。 
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最後のスライドになりますが、連結営業費用の通期予想でございます。 

 

① 費用の全体額の通期予想につきましては、前年対比＋2.4％の増収に対して、前年対比＋2.3％の費用増として  

おり、前回予想から変更はございませんが、一部項目にて予想の変更がございます。 

 

② 変更点につきまして、ご説明申し上げます。 

   ・ 人件費は、人員数の増加およびベースアップ等を反映し、対前年+238億円を見込んでおります。 前回予想 

     からの変更点としては、宅急便、クロネコDM便の取扱数量を前回予想から減少させたことに伴い、社員給与 

     を前回予想から▲10億円としております。 

     一方で、業務量の波動に柔軟に対応するために、日雇い費用を+10億円見込んでおります。 

   ・ 下払い費は、デリバリー事業における、取扱数量の増加、およびノンデリバリー事業の拡大に伴い、 

         対前年+125 億円を見込んでおります。前回予想からの変更点としては、取扱数量予想の変更に伴い、委託費、 

     傭車費の予想をそれぞれ前回予想から▲10億円させた一方で、高止まりしている航空搭載運賃の値上げ等を 

     踏まえ、「下払いその他」の部分を前回予想より+20億円させております。 

 

③ 上記以外の費用項目については、前回予想から変更はございません。 

 

④  設備投資は、前回予想から変更はなく、690億円、対前年＋44億円を予想しております。 

      増加額44億円の内、建物で約30億円の増加を見ておりますが、これは前期、デリバリー事業において、見送った 

   ことによるものでございます。 

 

最後に、本日15時に、決算発表と同時にリリースしておりますが、7月31日より、200億円を上限とする自己株式取得を
実施いたします。 

また、希薄化懸念を払拭するために、1株当たりの価値の向上も合わせまして、取得同額相当の1 ,000万株強を消却い
たします。 

 

以上でございます。 
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